
 文書回答手続とは 

国税局においては、納税者の方の個別の取引等に関する税務上の取扱いについて、

申告期限前（源泉徴収等の場合は納期限前）に照会（事前照会）していただいた場合

に、文書により回答するサービスを実施しています。 

照会及び回答の内容は、国税庁ホームページにて公表しています。 

なお、ご照会内容等によって、審査の結果、文書回答の対象とならない場合があり

ます。 

国税局から文書により回答を受けることで、これから行う予定の取引等に

ついて税務上の取扱いが明確になります。 

関東信越国税局・税務署 

使ってみよう！文書回答手続

  令和６年６月 

・ 適正な納税申告が可能になるとともに、税務調査に伴う争訟リスクが

低減します。 

・ その取引にかかる税金をあらかじめ考慮に入れて、安心して取引を行

うことができます。 

・ 取引等に係る税務上の取扱いについて取引先に説明する際に、国税局

からの回答を活用することができます。 

・ 国税庁ホームページに照会及び回答の内容が公表されることで、他の

納税者の方々が同様の取引を行うことを計画した場合に、その取引等に

関する税務上の取扱いについて予測可能性が向上します。 

国税局 【照会文書】 
・事前照会の趣旨 

・取引等の事実関係 

・課税上の取扱いについて

の見解、理由 

ご見解のとおりとは

限らない旨の回答 

又は

照会者

新たに○○の取引を計

画したけど、法令通達

や質疑応答事例を見て

も、税務上の取扱いが

よくわからないな。 

ご見解のとおり取り扱って

差し支えない旨の回答 

   文書回答手続の

   紹介動画はこちら

国税庁 e-Tax キャラクター
イータ君 



 文書回答手続の対象となるもの 

事前照会を行う方が、自ら実際に行った取引又は将来行う予定の取引等で個別具体的な資料

の提出が可能なものについての国税に関する法令の解釈・適用その他の税務上の取扱いに関す

る事前照会で、これまでにその取扱いが明らかにされていないものが対象となります。 

現物分配法人の株主が現物分配の後にＡ社の新株予約権を行使する予定であり、Ａ社の発行

済株式の数が、当該現物分配の直前において当該現物分配法人が保有するＡ社の発行済株式の

数よりも増加することとなる場合であっても、当該現物分配法人が当該現物分配の直前におい

てＡ社の発行済株式の全部を保有しており、その発行済株式の全部を当該現物分配により移転

することから、当該現物分配は株式分配に該当し、また、この株式分配は、適格要件の全てに

該当するとして、適格株式分配に該当するものと解して差し支えない旨回答しました。

① 照会の前提とする事実関係について選択肢があるもの 

② 調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免許又は酒類行政に関係

するもの 

③ 個々の財産の評価や取引等価額の算定・妥当性の判断に関するもの（例えば、法人税法上の

役員の過大報酬等の判定や個々の相続財産の評価に関するものなど） 

④ 提出された資料だけでは事実関係の判断ができず、実地確認や関係者への照会等による事

実関係の認定を必要とするもの 

⑤ その他、文書回答手続の対象として適切でないと認められるもの（詳細につきましては、受

付窓口でお尋ねいただくか、国税庁ホームページでご確認ください。） 

法人税：現物分配法人の株主が新株予約権を保有している場合の適格株式分配（適格スピンオ

フ）該当性について（関東信越国税局令和元年５月 31 日回答） 

上記事例の詳細や他の国税局等の回答を含むその他の事例については、国税庁ホームページ

（文書回答事例）をご覧ください。 

【 https://www.nta.go.jp/law/bunshokaito/01.htm 】 

 租税特別措置法第 29 条の２第２項の要件を満たした後に、納税者の選択によって、税制適格

ストックオプションを税制非適格ストックオプションとして取り扱うことはできません。 

なお、税制適格ストックオプションの権利行使により取得した株式の譲渡益は、日本の国内

源泉所得として課税対象となりますが、当該譲渡益が中国でも課税される場合、当該譲渡益に

係る日本の所得税額等の額を、一定の範囲で中国の租税の額から控除することとされているこ

とからも、照会者の見解のとおり取り扱われるとは限らない旨回答しました。 

所得税： 国内勤務期間のない中国の従業員（非居住者）が、税制適格ストックオプションの

権利行使による株式の取得に係る経済的利益について、租税特別措置法第29条の２

を適用せず、税制非適格ストックオプションとして取り扱うことの可否について(関

東信越国税局平成30年10月31日回答) 

 文書回答手続の対象とならないもの 



○ 事前照会の対象となった取引等に係る国税の申告期限等が経過した場合には、（口頭回答

を含め）回答は行われません。 

○ 文書回答手続は、納税者サービスの一環として実施しているものであり、その内容が事前

照会者の申告内容等を拘束する性格のものではありません。したがって、事前照会に対する

回答がないことを理由に国税の申告期限等が延長されることはありません。 

また、回答内容に不服がある場合や国税の申告期限等までに回答が行われないことなどに

対して不服がある場合であっても、不服申立ての対象とはなりません。 

○ 事前照会に際して提出していただいた書類、資料については、文書回答の有無を問わず、

返却されません。 

〇 提出書類等の文書回答手続の詳細は、国税庁ホームぺージの「事前照会に対する文書回答

手続」をご覧ください。

【 https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/sodan/kobetsu/bunsho/01.htm 】 

〇 事前照会を行う方の納税地を所轄する税務署の担当部門（例えば、法人税は法人課税部門、

申告所得税は個人課税部門、相続税は資産課税部門）が受付窓口になります。 

ただし、次の事前照会については、受付窓口が異なりますので、ご注意ください。 

（１）国税局調査部（課）所管法人が行う法人税及び消費税の事前照会 

⇒ その法人を所管する国税局の調査審理課（又は調査管理課、調査課） 

（２）酒税の事前照会 

⇒ 製造場等の所在地を所轄する税務署 

（国税局所管の製造場等の場合は、国税局の酒税課） 

（３）間接諸税（印紙税を除きます。）の事前照会 

⇒ 製造場等の所在地を所轄する国税局の消費税課 

回答の公表を最長１年間

延長することができます。

文書回答手続の対象とならない場合でも、口頭による

回答が可能な事前照会は口頭による回答を行います。 

文書回答手続のタイムスケジュール 

※ 審査に必要な追加資料の提出や、照会 

文書の補正に要した期間を除きます。 

    手続の詳細

手続方法・受付窓口 

ご留意いただきたい点 



e-Tax ソフトの事前準備、送信方法、エラー解消などに関するご質問は、e-Tax・作成コー

ナーヘルプデスクへお問い合わせください。 

ヘルプデスクの受付時間は、月曜日～金曜日の９時～17 時（土日祝日等及び 12 月 29 日か

ら１月３日までを除きます。）です。 

ナビダイヤル（一般の固定電話の場合：全国一律通話料金） 

０５７０－０１－５９０１

※掲載画像は令和６年６月現在のものです。

文書回答手続に係る書類は、e-Tax で提出できます！ 

〇 文書回答手続を利用する際の提出書類である「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前

照会」を作成後、イメージデータ（PDF 形式）に変換し、e-Tax ソフトに取り込むことで、e-Tax

で送信（提出）することができます。 

〇 「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」の様式は、国税庁ホームページ

【 https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/sodan/kobetsu/bunsho/yoshiki/02.htm 】又は e-

Tax ソフトから印刷できます。 

〇 「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」を e-Tax で送信する場合の詳細につい

ては、e-Tax ホームページをご覧ください。 

【 https://www.e-tax.nta.go.jp/tetsuzuki/tetsuzuki_unsupported.htm 】 

        イメージデータを

        送信する時の手続

e-Tax ソフトの事前準備、送信方法などに関するお問合せ

「文書回答手続特設サイト」ができました！ 

文書回答手続についてテーマ

ごとに分かれているので、調べ

やすくなっています。 

国税庁ホームページのトップ画

面にあるメニューバー「法令等」

⇒「文書回答事例」をクリック！

        事前照会手続に

　　　　係る提出様式


